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Ⅰ はじめに
我々実務家の使命は，日々生起する法的問題を解決することであるが，その中に
は，従前の判例や通説的理解では救済できない問題や，座りの悪い結論になる事案
に遭遇することがある。この時，その判例の事案と当該事例の違いから異なる結論
とならないかなどを検討する。また，これまでの見解では想定されていない事例に
ついては別の解決方法を模索する。実務とは，このような創造的作業を含むもので
あり，単に今まで行われてきたことを踏襲することで事足りるものではない。今ま
で問題に直面する度に，既存の知識で解決できないかを考え，十分な結論が得られ
ない場合には，根本的な制度趣旨等を探求して問題解決にあたってきた。
本来であれば，実務家にはどのような知識・能力等が必要かということを，様々
な意見を出しあって議論して法科大学院教育の在り方を決めるべきであると思われ
るが，この点については必ずしも充分でなかった感がある。しかし，その点はさて
おくとして，法曹が習得しなければならない最低限度の知識とは，正に「理論と実
務」を架橋するために必要なものということができる。抽象的に表現すれば，問題
発見能力，問題解決のための理解力，そしてその理解をベースにした論理展開力で
あると考えている。この最低限度の能力が法科大学院教育によって習得されなけれ
ばならないことはいうまでもない。
今回取り上げるテーマは，実際の相談事例から，訴訟代理人としての対応をする
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中で，検討した事案である。
Ⅱ そんな昔の事を今更
１ 法律相談とは
弁護士への依頼は，知り合いからの紹介がほとんどである。私は，自己紹介など
することなく，端的に事情を聞くことにしている。最近では，事実関係等を文章に
まとめて持参する人もいるが，一般的には相談者の話を聞きながら，問題点を抽出
していくことになる。この時，相談者の話すことが今までの経験から飲み込めない
ことがある。例えば，知り合ったばかりの人に借用書もなく多額の金員を貸し付け
たなどの場合には，それに至る事情を詳細に確認しないと，相手方から貸借の事実
自体を争われた場合に対応できないことになりかねない。その意味で法律相談は相
談者が触れたくない部分まで踏み込んでいく作業ということが出来，この能力は法
曹としての基本的スキルである。
２ 事案
今回の事例は，相談者が訴状を持参して，これへの対応を求めるものであり，相
談内容の把握は容易であった。相談内容を時系列的に記載すれば，次のとおりであ
る。
（１）１９７７年から１９７９年までの間，原告（信用保証協会）は，Ａ社が甲金融機関
から合計金５０００万円の融資を受けるについて，Ａ社から信用保証の依頼を受けて，
原告が甲金融機関に代位弁済したときは，Ａ社は代位弁済金及びこれに対する損害
金を支払うとの約定をした。被告は，上記各貸付について，Ａ社の原告に対する債
務を連帯保証した。原告は，信用保証をした結果，甲金融機関はＡ社に合計金５０００
万円の貸付をした。
（２）１９８１年１１月 Ａ社は自己破産の申立をして破産宣告を受けた。
（３）１９８１年１２月 原告は，甲金融機関に代位弁済した。
（４）１９８１年１２月に開催された第１回債権者集会で，甲金融機関の届け出たＡ社
に対する破産債権は，異議なく承認された。
（５）１９８２年１月 原告は被告に対して求償権に基づく請求。
（６）１９８２年２月 原告は，甲金融機関から破産債権の地位承継を受けた。
（７）１９８７年２月 原告から被告に対して求償権について連絡。
（８）それ以後，毎年確認書を被告に対して送付。
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（９）２０００年４月 Ａ社は破産廃止となった。
（１０）２００５年３月 原告は，被告に対して求償金請求訴訟提起。
３ 疑問点
この相談を受けて，どうして１９８１年に自己破産した事件について，破産宣告から
２４年経過して，今頃保証人に対して求償金支払請求訴訟が提起されるのかという疑
問を相談者がもつのは当然であろう。特に，被告には原告の担当者及びＡ社の代表
者と次のようなやりとりがあっただけにその感が強かったようである。
（１）１９８２年１月 原告から被告に対してＡ社に対する原告の求償権について相
談したいことがあるという連絡。
この連絡には，面会日時の指定と面会に来ない場合には，法的手続を取る旨が明
記されていた。
（２）被告は，原告に対して住所移転のため面会に行けない旨を回答。
（３）１９８９年２月 原告から被告に対して，求償権について相談したい旨の通知。
同様に，面談に来ない場合には，法的手続をとる旨明記。
（４）１９８９年３月頃，被告から原告に対して，現状では支払えないと次のような
内容を回答。
１９８２年１月の請求後，Ａ社の代表者に相談をしたら，何とかするからという話を
していた。その後，代表者から連絡があり，解決したから安心してくれということ
であった。それから，５年を経過して安心していた時に寝耳に水の話である。ま
た，被告は会社を退職しており定期収入がなく支払をすることは困難である等の理
由を説明。
４ 判例の検討
以上のような事実関係から，原告の被告に対する請求を当然の権利行使という認
識を持つことは出来なかった。ただ，２０００年４月の破産廃止から５年以内に原告が
訴えを提起していることから，この破産廃止の効果について何らの判例があるので
はないかと推測された。そこで，勤務弁護士に本件事案の特殊性を説明して，類似
事案の判例を調査するように依頼した。この勤務弁護士が判例マスターのキーワー
ド検索から得た結果についての報告は，次のようなものであった。
（１）平成９年９月９日最高裁第三小法廷判決（判時１６２０号６３頁）では，債権者
が主たる債務者の破産手続において債権全額の届出をし，その後債権者に債権全額
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を代位弁済した保証人が，破産裁判所に右債権の届出をした者の地位を承継した旨
の届出名義の変更の申出をしたときは，右代位弁済により保証人が破産者に対して
取得する求償権の消滅時効は，求償権自体について届出をしなくとも，右求償権の
全部につき右届出名義の変更の申出の時から破産手続の終了に至るまで中断すると
解するのが相当である。保証人による届出名義の変更の申出が債権調査期日の後に
されたときは債権調査期日において届出債権につき破産管財人，破産債権者及び破
産者に異議がなかったときであっても，求償権の存在及び内容について確定する手
続がとられたとみることはできないから，求償権の消滅時効の期間は，民法１７４条
の２第１項により１０年に変更されるものではないと解するのが相当である。
（２）この判例に，付箋がはられており，「この判例からすると，手続終結まで，
時効中断の効力が続くと考えられます。」というコメントがあった。
（３）他方，同種事案について平成９年１１月２５日の和歌山地方裁判所田辺支部の
裁判例（判時１６５６号１２９頁）の要旨が参照資料として添付されていた。この裁判例
は，信用保証協会が求償債権を取得後１０年余を経て連帯保証人に対して提起した求
償金請求が主債務者の破産手続の終結から５年以内にされたものであっても権利の
濫用として許されないとされた事例である。
その理由は，「主債務者が経済的に破産したことが明らかになった破産宣告や代
位弁済から，５年以上も経過しながら，何らの具体的法的手続を取らず放置してお
くことは，職務の怠慢というしかない。したがって，破産手続終結から５年以内に
求償債権につき訴訟が提起されたとしても，破産手続の進行が遅れて当該代位弁済
により求償権を取得した時から，著しく長期間が経過したり，その債権額が著しく
高額で，連帯保証人自らも破産の申立に至ることが必然である一方，主債務者の破
産申立後に第三者との取引関係が生じ，その第三者に不測の損害を与えるおそれが
あり，更に右連帯保証人を破産に追い込むことが過酷なものと認められる場合に
は，求償債務の連帯保証人に対する請求が権利濫用として許されない場合がある，
と解すべきである。」とする。
（４）この判例調査の結果からすれば，本件事案で妥当な解決を導けるのは（３）
の判決である。そうすると，判例を調査した弁護士としては，（３）が適用された
背景について，判決全文にあたって調査し，その旨を伝えるべきであると思われ
る。ただ，前記の報告も判例調査の一応の成果としてはやむを得ないものとも考え
られる。翻って考えてみると，このような権利濫用という一般条項を持ち出して最
高裁の判決を無視するような結果が容認されるとすれば，そもそも最高裁判所の判
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断の前提に問題があるのではなかろうか。
本相談事例では，原告のＡ社に対する権利の実現手続と，原告の被告に対する連
帯保証債務の履行請求は別物であること，被告と原告との間には原告のＡ社に対す
る権利行使とは別に，原告が被告に対して権利行使を行わないという信頼関係が生
じることがあり得ることなどを考えると，最高裁判所が破産手続中，保証人との関
係でも時効中断を認めたことの当否について検討しなければならないことになる。
Ⅲ 最高裁判決の連帯保証人に対する時効中断の理論的根拠等について
１ 事実関係と理由について
平成９年９月９日判決の事実関係は，「株式会社Ｓ銀行は，Ｎ建設株式会社に対
し，昭和５３年から同５５年にかけて金１６００万円を貸し付けるに際して，被上告人であ
る信用保証協会はＮ建設との間で，被上告人が代位弁済をしたときは，その代位弁
済額及びこれに対する代位弁済の日の翌日から支払済みまで年１８．２５パーセントの
割合による損害金を支払う等の約定で，保証の委託を受け，Ｓ銀行との間で各貸付
金を保証する旨約した。
上告人は，被上告人との間で，右各貸付日ころ，右各保証の委託に基づきＮ建設
が被上告人に対して負担すべき求償金債務について，連帯保証した。」というもの
である。
この事実認定に続けて次のような理由を述べている。
「債権者が主たる債務者の破産手続において債権全額の届出をし，その後，債権
者に債権全額を代位弁済した保証人が，破産裁判所に右債権の届出をした者の地位
を承継した旨の届出名義の変更の申出をしたときは，右代位弁済により保証人が破
産者に対して取得する求償権の消滅時効は，求償権自体について届出をしなくと
も，右求償権の全部につき右届出名義の変更の申出の時から破産手続終了に至るま
で中断すると解するのが相当である（平成７年３月２３日第一小法廷判決・民集４９巻
３号９８４頁）。
そうすると，Ｎ建設の破産手続において，Ｓ銀行が債権全額の届出をし，その後，
Ｓ銀行に債権全額を代位弁済した被上告人が，破産裁判所に債権の届け出をした者
の地位を承継した旨の届出名義の変更の申出をしたことによって，被上告人のＮ建
設に対する求償権の消滅時効は中断し，その結果，上告人に対する連帯保証契約上
の債権についても消滅時効が中断したものというべきである（民法４５７条１項）。」
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２ 理論的根拠
平成９年９月９日判決が，信用保証協会の代位弁済による時効中断効が破産手続
終結までだとした根拠は，平成７年３月２３日判決である。そこで，この判決を検討
することとした。
（１）事案は，Ｓ信用金庫が甲社に対して，金員を貸し付けるにあたり，被上告
人（信用保証協会）は，甲社が返済できないときは，貸付債務を連帯保証する旨を
約した。上告人が被上告人との間で甲社の信用保証協会に対する債務について連帯
保証した。甲社は昭和５４年に破産宣告を受け，Ｓ信用金庫は昭和５５年に債権届けを
して，異議なく確定し，信用保証協会が代位弁済して破産裁判所に債権の届出をし
た者の地位承継をした旨の届出名義の変更をした。
（２）原審はこの事案について「貸付金債権の消滅時効は，Ｓ信用金庫が破産手
続において債権の届出をしたことにより中断し，破産手続で債権が確定したことに
より，その期間が破産終結決定の翌日から１０年に変更されたものであり，それに
伴って，被上告人のＳ信用金庫に対する保証債務，右債務の代位弁済の結果発生し
た被上告人の甲社に対する求償権，及びその連帯保証債権である本件請求権につい
ても，いずれもその消滅期間が１０年に変更された。」と判断した。
この原審の判断のうち，問題となったのは①破産終結時まで消滅時効が中断して
いるか，②求償権の消滅時効の期間が１０年に変更されるか，である。
（３）この点について，最高裁判所は次のように判断している。
①について，債権者が主たる債務者の破産手続において債権全額の届出をし，
債権調査の期日が終了した後，保証人が債権者に債権全額を弁済した上，破産裁
判所に債権の届出をした者の地位を承継した旨の届出名義の変更の申出をしたと
きには，右弁済によって保証人が破産者に対して取得する求償権の消滅時効は，
右求償の全額について，右届出名義の変更の時から破産手続の終了に至るまで中
断すると解するのが相当である。けだし，保証人は，右弁済によって破産者に対
して求償権を取得するとともに，債権者の破産者に対する債権を代位により取得
するところ（民法５０１条），右債権は，求償権を確保することを目的として存在す
る附従的な権利であるから（最高裁判所昭和６１年２月２０日第一小法廷・民集４０巻
１号４３頁参照），保証人がいわば求償権の担保として取得した届出債権につき破
産裁判所に対してした右届出名義の変更の申出は，求償権の満足を得ようとして
する届出債権の行使であって，求償権について，時効中断の肯定の基礎とされる
権利の行使があったものと評価するのに何らの妨げもないし，また，破産手続に
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伴う求償権行使の制約を考慮すれば，届出債権額が求償権の額を下回る場合にお
いても，右申出をした保証人は，特段の事情のない限り，求償権全部を行使する
ことの意思を明らかにしたものとみることができるからである。
②については，①の場合において，届出債権につき債権調査の期日において破
産管財人，破産債権者及び破産者に異議がなかったときであっても，求償権の消
滅時効の期間は，民法１７４条の２第１項により１０年に変更されるものではないと
解するのが相当である。けだし，（旧）破産法２８７条１項により債権表に記載され
た届出債権が破産者に対し確定判決と同一の効力を有するとされるのは，届出債
権に異議がないことが確認されることによって，債権の存在及び内容が確認され
ることを根拠とするものであると考えられるところ，債権調査の期日の後に保証
人が弁済によって取得した求償権の行使として届出債権の名義変更の申出をして
も，右求償権の存在及び内容についてはこれを確定すべき手続がとられていると
みることができないからである。
以上のことから，本件については，「被上告人が，前記の弁済により取得した求
償権については，被上告人が破産裁判所に届出名義の変更の申出をした時に消滅時
効が中断し，破産手続の終了から更に５年間の消滅時効が進行することになる。」
としている。
Ⅳ 時効中断の継続性について
１ 信用保証協会が有する権利について
平成７年３月２３日の判決が，何故信用保証協会が破産手続上の権利行使を行うこ
とで，破産者が信用保証協会に対して負担する債務の時効中断事由となるのかを明
らかにするために，信用保証協会が有する権利について確認する。
①融資 ④破産
金 融 機 関 甲社
⑤債権届出
⑨名義変更届出
（⑥により法定代位）
⑥代位弁済 ⑦求償権
（⑥によって権利取得）
②代位弁済契約
信用保証協会
③求償権について
連帯保証契約
⑧保証債務の履行請求権発生
（⑥以降請求可能）
保 証 人
時効中断効について 33
前頁の図からも明らかなように，信用保証協会が破産者に代わって金融機関に弁
済したことによって破産者に対して取得した求償権債権を確保する手段として，名
義変更届出を評価しているということである。すなわち，信用保証協会は代位弁済
によって金融機関が破産者に対して有する債権を法定代位で取得し，この代位で取
得した権利は，信用保証協会が破産者に対して有する求償権の満足を得るためのも
のであり，名義変更届出よって求償権の行使があったとするのである。このこと
が，信用保証協会が保証人に対して有する連帯保証債務履行請求権との関係でどの
ような効力を有するかを明らかにするために，時効中断事由等について確認するこ
ととする。
２ 時効中断事由について
（１）民法１４７条は，「①請求，②差押，仮差押又は仮処分，③承認」を時効中断
事由としている。
この中で，請求とは，時効によって利得をする者に対して権利内容を主張する行
為である。この時効の中断の効力は，同１４８条で当事者及びその承継人に対しての
み生じるとして，相対効であることを明確にしている。このために時効進行が区々
になる事例として，複数の連帯保証の一人が債務の承認をした場合が挙げられてい
る。ただ，この相対効の例外として，連帯保証債務について，連帯保証人の一人に
対する履行の請求は他の債務者に対しても請求としての効果が生じるとされている
（なお，この絶対効の根拠について後に検討する。）。
（２）通説・判例は債権者による破産宣告の申立は，民事上の訴えに準じるもの
として，裁判上の請求に当たるとしている。同法１５７条は裁判上の請求によって中
断した時効は裁判確定の時から，更に進行するとして，時効中断事由の終了時を明
確にしている。したがって，破産宣告の申立による中断は，裁判上の請求による中
断と同視され，破産手続の終結（配当）によって終了することになる。ここで検討
しなければならないのは，裁判上の請求による中断と，破産宣告申立乃至は破産手
続参加による中断が同一の効力を有すると考えて良いかである。
（３）この点について，「破産宣告の申立は時効中断とならない」という有力説
が存在した。その根拠は，「民法では，破産手続参加を時効中断原因としているが，
債権者が破産債権の届出をしたときに破産手続に参加したといえるので，債権者が
破産の申立をしただけで，その債権が，当然に破産手続において斟酌され，債権の
調査を受け，配当に与れるわけではない。また，破産申立人自身の債権の届出がな
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くとも，その申立に基づいてなされた破産の宣告が取り消されことはなく，破産手
続は進行するから，申立をしたというだけでは，破産手続に与える影響は強大なも
のではない。」（菊井維大著『破産法概要』１５６頁，昭和２７年初版，弘文社発行）と
いうのである。この見解は破産申立と訴訟上の請求の違いに着目しているという点
では，一理あると思われる。
（４）また，時効中断を生じる請求の趣旨を理解する上で，訴訟上の留置権の抗
弁と被担保債権の消滅時効の中断について判断した昭和３８年１０月３０日大法廷判決
（民集１７巻９号１２５２頁）が参考になる。判決の要旨は，「留置権の抗弁は，被担保
債権の債務者が原告である訴訟で提起された場合には，当該債権について消滅時効
中断の効力があり，その効力は，右抗弁の撤回されない限り，その訴訟継続中存続
するものと解すべきである。」というものである。
その理由として，「単に留置物を占有するに止まらず，留置権に基づいて被担保
債権の債務者に対して目的物の引渡を拒絶するに当り，被担保債権の存在を主張
し，これが権利の主張する意思が明らかである場合には，留置権行使と別個なもの
として被担保債権の行使ありとして民法１４７条１号の時効中断の事由があるものと
認めても，民法３００条に反するものとはいえない。訴訟において，留置権の抗弁を
提供する場合には，留置権の発生，存続の要件として被担保債権の存在を主張する
ことが必要であり，裁判所は被担保債権の存否につき審理判断をなし，これを肯定
するときは，被担保債権の履行と引換に目的物の引渡をなすべき旨を命ずるのであ
るから，かかる抗弁中には被担保債権の履行されるべきことの権利主張の意思が表
示されているものということができる。したがって，被担保債権の債務者を相手方
とする訴訟における留置権の抗弁は被担保債権につき消滅時効の中断の効力がある
ものと解するのが相当である。訴訟上の留置権の抗弁は，これを撤回しない限り，
当該訴訟の係属中継続して目的物の引渡を拒絶する効力を有するものであり，した
がって，該訴訟が被担保債権の債務者を相手方とする場合においては，右抗弁にお
ける被担保債権についての権利主張も継続してなされるものといい得べく，時効中
断の効力も訴訟継続中存続するものと解すべきである。」としている。
この判決は，留置権自体が訴訟物になっていない場合に，その留置権主張に請求
の継続性を認め，時効中断が係属していると解したのである。この点，訴訟上の請
求は訴訟係属中請求が係属しているといえるが，破産宣告申立乃至は破産手続参加
は果たして，破産手続中請求が係属しているといえるかについて，別の考察が必要
である。
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（５）破産債権者が破産宣告申立を行った際，その債権の存在について証明を必
要とするか，疎明で足りるかについては争いの存するところである。しかし，この
点についていずれの説に立つとしても，その債権の存否は申立権者としての要件を
備えているか否かの判断のためであり，この要件があったからといって破産手続上
当然に破産債権者と認められる訳ではない。したがって，破産宣告の申立を債権者
の破産者に対する請求，すなわち，権利行使と同視することはできないと考えられ
る。
（６）また，債務者が自己破産の申立を行った場合には，その申立が包括的な債
務承認にあたるとしてその効力が附従性によって保証人との関係で時効中断の効力
を生じるとしても，承認の効力が破産手続終結まで継続すると考えることができる
かは別に検討しなければならないことである。加えるに，債権者の中で破産申立を
行わなかった者が裁判所に対する請求を行っているとはいえず，その者の債権につ
いては破産手続参加によって時効の中断が生じても，破産者の債務を保証した者と
の関係で請求と同視できるかということを考察しなければならない。したがって，
これらの点を考慮することなく破産終結まで債権者が保証人に対して有している求
償金請求権の時効中断が続いていると考えるのは早計ではある。
３ 破産手続終結まで中断効を認めることと時効の進行との関係について
（１）信用保証協会が破産手続に参加したことで，保証人に対する関係でも時効
中断効の継続性を認めることが正当か否かを明らかにするために，消滅時効の進行
時期との関係について検討することとする。民法１６６条１項は，「消滅時効は権利を
行使することができる時から進行する。」と規定している。この趣旨は，権利を行
使する上で障害となる事態の発生の止んだときから時効が進行するということであ
る。
法律上の障害が時効の進行を妨げる場合でも債権者側の意思によって取り除くこ
とが出来る場合は時効の進行を止めないと言われている。
例えば，留置権の抗弁や同時履行の抗弁が付着する債権にあっては，債権者が自
らなすべき事を行えばその債権を自由に行使しうるのであるから時効の進行を妨げ
ないということになる。
ところで，この時効進行の中断事由である裁判上の請求については，訴訟継続中
は中断効が生じるとされていることについては既に見たとおりであるが，これは，
被告が原告の主張する債権の存在を争うか抗弁の提出によってその消滅効を争って
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いる場合，原告が被告に対しその請求をしようとしても，強制力をもってその具体
化が行えないからである。それでは，破産手続の参加についてはどのように考える
べきであろうか。
（２）破産手続参加の時効中断は民法１５２条が定めるところであるが，破産手続
にあっては，破産宣告後一般債権調査期日において異議なくその債権が確定すると
破産債権認否書の記載は破産債権者の全員に対して確定判決と同一の効力を有する
としている（１２４条３項）。この確定判決と同一の効力を有するという趣旨は破産手
続の円滑な運営のために認否書の記載に拘束力を認めることであるとされている
が，破産債権者全員に対してその効力を生じることから，異議なく確定した債権は
争いのない債権となり，その後この異議なく確定した債権を前提として破産手続が
進行することとなる。したがって，破産参加による時効中断効の保証人に対する効
力は，訴訟においては，時効中断効を判決確定まで認めなければ訴訟で問題となっ
ている請求権の権利行使ができない場合とは大きくその利益状況を異にする。すな
わち，主債務の存在について訴訟で争われている場合には，保証人は附従性により
自らの保証債務の不存在を主張して，債権者からの請求を拒み，保証債務不存在確
認の訴えを提起したり，債権者と主たる債務者の訴訟に補助参加するなどが考えら
れる。この場合には，債権者が保証人に対して権利行使をしようとしても，実際に
はその権利行使が出来ない状態であり，権利行使について障害があると判断するこ
とができる。しかし，破産債権者に対して破産財団の平等な弁済を目的とする破産
手続にあっては，破産債権は配当のために確定されるのであり，債権者と主たる債
務者との間には，闘争関係がないのが通常である。また，破産手続では債権確定が
簡易に行われていることから，破産手続が終結するまで債権者が有する額が定まら
ないという事情も存在しない。債権者が保証人に対して請求をして，保証契約の成
否を保証人が争うことも考えられるが，それは訴訟で主たる債務者の債権の存否が
争われている場合と異なり，債権者と保証人との個別の争いである。
（３）なお，破産手続が長期期間に及んだ場合に，その破産債権が時効中断事由
が生じてから５年もしくは１０年の時の経過によって破産手続から排除されるかとい
うことについては別途の考慮をしなければならない。
破産債権者としては，破産手続において自らなすべき権利行使をすべて行ってい
るのであり，これによって破産債権として確定していれば，もはやそれ以上，破産
者，破産債権者及び破産管財人との間で利害衝突は存在しないのである。実際に配
当を得ることが出来るのは破産手続終了時であるということに過ぎない。ただ，第
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１回債権者集会終了後は，破産債権者等が関与する局面はなく，もっぱら破産管財
人の職務執行と破産裁判所の管財人に対する監督権の行使によって破産手続が進行
するという関係が生じる。したがって，財産換価手続の遅速等の破産債権者の権利
行使以外の事情によってその配当手続参加の効力として配当を受ける権利が消滅す
ることを認めることは妥当でない。そこで，破産債権者としては破産手続上なすべ
きことをした以上その配当を受ける権利を喪失しないという限度で破産手続内での
時効中断効の継続を認めれば充分であると考えられる。このように解しても民法
１５２条で認められた効力は破産手続内において認められると考えられるから，民法
１５７条１項とも矛盾するものではない。
また，破産債権者が破産手続に参加することで，保証人に対する権利行使に制限
が加えられることはない。すなわち，主たる債務者が破産した時こそ，人的担保と
しての保証人に対する権利行使を行うべき場合である。このことは，信用保証協会
が代位弁済した場合についても，同様である。
４ 連帯保証人に対する絶対効の根拠等について
（１）請求の効力について
民法４５７条１項は，「主たる債務者に対する履行の請求その他の事由による時効の
中断は，保証人に対しても，その効力を生ずる。」とする。この規定は，主たる債
務が消滅する前に保証債務が消滅すると債権の担保のために保証をしたという目的
が達成できないから認められた便宜的規定であるといわれている。では，このよう
な便宜的規定に基づいて信用保証協会が行った主たる債務者に対する破産届出債権
の名義変更手続が，保証人の連帯保証債務について時効中断効継続の根拠となるで
あろうか。
（２）主たる債務者と連帯保証人との関係について
保証人が主たる債務者のために連帯保証人となるのは，何らかの関係がある場合
である。例えば，会社の代表者または取締役であるとか，親族・知人等の間柄から
保証人への就任要請を断れない場合であろう。また，主たる債務者がその契約の存
否自体を争う場合には既に述べたように，その帰趨について保証人は重大な利害関
係があり，その意味では主たる債務者と保証人との関係は連合体的結合を有してい
るといえる。そして，保証人が債権者に対して支払いをした場合には，その主たる
債務者との人的関係の存在によってその求償権行使が将来にわたって期待できる立
場にある。
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これに対して，主たる債務者が破産した場合には，主たる債務者の財産は破産財
団を形成し，破産管財人が管理しているため，仮に，保証人がその支払いをして
も，その権利行使方法は求償権を行使するか債権者が有していた債権につき代位す
るかのいずれかである。また，主たる債務者が免責を受けることで保証人は配当以
上の弁済を受けることを期待できる立場にはない。通常，主たる債務者が破産する
と保証人は債権者から厳しい取り立てを受け，主たる債務者に対して善処を求める
のであるが，主たる債務者にはそのような資金的余力はなく，人的関係等も崩壊し
ている場合が多い。また，仮に債権者と保証人との間で権利の存在について争いが
生じるとしても，それは保証債務不存在等についての争いであり，主たる債務者と
債権者との関係は無関係である場合が多く，権利の存否という点でも連合体的結合
が失われている。
このような利害関係の変質からすれば，主たる債務者の破産手続に参加すること
で，保証人との間でも時効中断効が生じることは是認できても，破産廃止まで時効
中断効があり，その効力が破産手続廃止まで継続的に生じているといえないと考え
ることが，連帯保証人に対する絶対効が便宜的規定であることからも妥当である。
Ⅴ 判決の理由付け
そうすると，何故平成９年９月９日判決のように破産手続廃止まで，時効中断効
が継続し，その効力が存続することになるかについてはあらためてその理由を検討
しなければならない。
１ 判決理由の分析
平成９年９月９日判決は，平成７年３月２３日付け判決を引用しているが，この判
決は弁済による代位権について，求償権を確保することを目的として存在する附従
的な権利であるとして，「保証人がいわば求償権の担保として取得した届出債権に
つき破産裁判所に対してした右届出名義の変更の申出は，求償権の満足を得ようと
してする届出債権の行使であって，求償権について，時効中断の肯定の基礎とされ
る権利の行使があったものと評価するのに何らの妨げもない。」とする。そこで，
ここで判決が引用する最高裁昭和６１年２月２０日の判決を検討する。
２ 昭和６１年２月２０日判決について
「弁済による代位の制度は，代位弁済者の債務者に対する求償権を確保すること
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を目的として，弁済によって消滅するはずの債権者の債務者に対する債権及びその
担保権を代位弁済者に移転させ，代位弁済者がその求償権を有する限度で右の原債
権及びその担保権を行使することを認めたものである。それゆえ，代位弁済者が代
位取得した原債権と求償権とは，元本額，弁済期，利息・遅延損害金の有無・割合
を異にすることにより総債権額が格別に変動し，債権としての性格に差異があるこ
とにより別個に消滅時効にかかるなど，別異の債権ではあるが，代位弁済者に移転
した原債権及びその担保権は，求償権を確保することを目的として存在する附従的
な性質を有し，求償権が消滅したときはこれによって当然に消滅し，その行使は求
償権の存在する限度によって制約されるなど，求償権の存在，その債権額と離れ，
これと独立してその行使が認められるものではない。したがって，代位弁済者が原
債権及び担保権を行使して訴訟においてその給付又は確認を請求する場合には，そ
れによって確保されるべき求償権の成立，債権の内容を主張立証しなければなら
ず，代位行使を受けた相手方は原債権及び求償権の双方について抗弁をもって対抗
することができ，また，裁判所が代位弁済者の原債権についての請求を認容する場
合には，求償権による右のような制約は実定法上の制約であるから，求償金の債権
額が常に原債権を上回るものと認められる特段の事情のない限り，判決主文におい
て代位弁済者が債権者に対して有する求償権の限度で給付を命じ又は確認しなけれ
ばならないものと解するのが相当である。」とする。
３ 最高裁判決の検討
（１）この判決は，「Ⅳ 時効中断の継続性について」の１で図解したように，
信用保証協会が金融機関に対して代位弁済することにより，金融機関が有していた
主たる債務者に対する債権及び担保権を代位取得するとともに，信用保証協会は主
たる債務者に対して求償権を取得することを述べるとともに，代位取得した権利は
求償権の従たる地位にあり，求償権の存在する限度に制限され，求償権を離れて，
独立して認められるものではないということで，一体性を認め，この従たる代位権
の行使の意思が求償権の確保を目的とする意思表示であるというのである。
（２）確かに，代位弁済によって求償権を取得した者が破産手続に参加する方法
としては，新たに求償権債権として届け出ることも可能であるが，第１回債権者集
会で債権調査が完了している場合には，この求償権債権の確定のために債権調査期
日を開催しなければならず，その費用は債権者負担であるといわれている。そのた
め，金融機関に対して代位弁済した信用保証協会としては，金融機関が債権届け出
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をして，債権調査期日で異議を述べられることなく確定している場合には名義変更
届を行うのが通常である。その意味では，代位権行使によって信用保証協会の主た
る債務者に対する求償権行使があったと見ることもやむを得ないことであろう。
（３）この主たる債務者に対する求償権の行使が，請求という効力を生じて，連
帯保証人との関係で時効中断効を生じるというのは理解できるところである。しか
し，破産者に対する権利行使によって，保証人に対する求償権行使についても時効
中断が破産手続終結時まで継続するかは今まで論じてきたように別の検討を要する
ように思われる。
すなわち，信用保証協会が求償権の担保として取得した届出債権名義変更が時効
中断の肯定の基礎となる権利の行使があったと評価されるとするが，このことが求
償権を取得した信用保証協会が求償権連帯保証人である債務者に対して権利行使を
行うこととどのような関係になるかを明らかにしなければ，直ちに時効中断効の継
続の根拠とすることは出来ないのではないかということである。この点，既に見た
ように「消滅時効の進行について法的障害があったとしても，そのことを債権者が
自らの意思で取り除くことが出来る場合には消滅時効の進行に影響しない。」とい
うこととの対比からすれば，信用保証協会が破産者である主たる債務者に対する権
利とは別に，保証人に対して連帯保証債務の履行を請求できることから，破産手続
終結まで時効中断効を認めることは，消滅時効の進行時期との関係でバランスを失
することになる。また，破産手続に伴う求償権行使の制約を根拠として判例は時効
中断効継続を認めるのであるが，ここでいう求償権行使の制約が破産者である主た
る債務者への求償権行使の制約すなわち，破産手続によらなければ求償権の現実的
行使が認められないという趣旨であれば，一定の制約が存在することは認められる
が，連帯保証人に対する請求についての障害かといえばそのようには考えられな
い。確かに破産手続において，破産債権の届出がなされたにもかかわらず破産管財
人側の事情によってその配当手続が５年ないし１０年経過した場合に破産債権者の届
出債権自体の効力がなくなるということは容認できない。
しかしながら，破産手続上の処理のために届出債権の効力が消滅しないとして
も，代位弁済により破産者に対し求償権を取得した信用保証協会が連帯保証人に対
して権利行使をすることが困難であるという関係は認められない。なぜならば，信
用保証協会は主たる債務者の破産によって代位弁済したことで既に連帯保証人に対
し請求権を行使することが可能だからである。主たる債務者が破産したような状態
で求償権の確保をするために連帯保証契約を締結しているのであり，まさに信用保
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証協会とすれば，連帯保証人に対する権利行使の必要性が実現化したといわなけれ
ばならない。この点について信用保証協会としては主たる債務者に対し権利行使を
行い，そこからの回収ができなかった部分を保証人から請求するのが筋であるとい
う反論が考えられる（現に当職が担当している訴訟では信用保証協会はそのような
主張を行っている）。
けれども，連帯保証人は主たる債務者との人的関係が破壊されていることからす
れば，信用保証協会が破産手続においてどのような権利行使が行われているかを知
ることが出来ず，また破産手続がいつまで継続したかも知り得ない立場にある。さ
らに，破産手続において配当が受けられないとすると連帯保証人はその間の遅延損
害金の負担をしなければならないという不利益が生じることになる。したがって，
この連帯保証人の地位を無視してまでも破産手続締結まで時効中断効があるとして
信用保証協会の権利行使を認める必要性は考えられない。
４ 平成９年１１月２５日の和歌山地方裁判所の裁判例理由について
（１）同裁判例は，主たる債務者の破産手続終結まで時効中断効が生じているこ
とによって生じる連帯保証人の不利益を次にように指摘している。
連帯保証人としては，主債務者の破産手続が開始後，早い時期に求償債務につき
連帯保証による請求を受ければ，自らも破産申立をして債務を整理清算し免責を受
けるなど早期に再出発をするチャンスを得ることもできるが，主債務者の破産手続
の進行が長期に及び，何年も放置された後に連帯保証人として法的請求を受けたよ
うな場合には，その間の営業継続により形成された取引先などに突然の迷惑を及ぼ
すことから，自ら簡単に破産の申立をすることもできず，また，破産申立をしたと
しても，従前における早期申立に比べ，取引先に対し，より以上の迷惑を及ぼすこ
とになるから，再出発のための協力も得にくくなって，連帯保証人の更生を妨げる
可能性も高いものと考えられる。そして，主債務者は，法人の場合には自らの破産
手続で清算を終え，また，個人の場合には，免責手続で一定の要件で債務につき責
を免れるものであり，その結果主たる債務者の求償債務については，消滅するか自
然債務になる一方，連帯保証人についてのみ，求償債務の責任が残る結果になるの
である。してみると，破綻の原因をつくった主債務者には，免責などにより更生の
機会を与えられながら，連帯保証人は，なお何時までも求償債務につき法的責任を
負い，債権額によっては，何時までも破産の危険を負担しなければならないという
不合理なことも発生するのである。
42 専修ロージャーナル 創刊号２００６．２
以上のような問題点を指摘した上で，「このように考えると，主債務者の財務内
容につき十分な情報があり，主債務者の破産申立と同時に自らも破産申立をするこ
とが可能で，その後においても，主債務者の破産手続の進行状況，届出債権額，資
産評価や配当見込みなどを知りうる，主債務者の代表者や親族の連帯保証人につい
ては格別，それ以外の第三者の連帯保証人については，早期に求償債務につき請求
をなし，自らも破産申立をなすか，資産の処分などにより清算をするか，長期分割
弁済をなすかなど，連帯保証人の求償債務処理について可能な限りで方向付けをし
たうえで，連帯保証人自身の営業の存続の可否を判断させ，債務の回収を図ること
が，連帯保証人を中心として形成される取引の維持のために不可欠であり，近時，
消費者破産において，破産者の生活の更生のため免責制度が利用されていることに
も鑑みると，主債務者が経済的に破綻したことが明らかになった破産宣告や代位弁
済から５年以上も経過しながら，何ら具体的法的手段をとらず放置しておくこと
は，職務の怠慢というしかない。したがって，破産終結から５年以内に求償債務に
つき訴訟が提起されたとしても破産手続の進行が遅れて当該代位弁済により求償権
を取得した時から，著しい長期間が経過したり，その債権額が著しく高額で，連帯
保証人自らも破産の申立に至ることが必然である一方，主債務者の破産申立後に第
三者との取引が生じ，その第三者に不測の損害を与えるおそれがあり，更に右連帯
保証人を破産に追い込むことが苛酷なものと認められる場合には，求償債務の連帯
保証人に対する請求が権利濫用として許されない場合がある。」としている。（な
お，この判決については信用保証協会が不服として控訴したが，何故か，控訴審で
被控訴人が請求の認諾をして終了しているようである。この被控訴人が認諾した理
由等については不明である。）
（２）上記の裁判例は，信用保証協会からの連帯保証人に対する請求を権利濫用
として否定し，連帯保証人の救済をしようとした点では優れている。しかし，既に
検討したように消滅時効の起算点等の関係からすれば，債権者に主たる債務者に対
する請求権と連帯保証人に対する請求が存在し，後者の権利行使について特段の制
約が存在しない場合には，主たる債務者の破産手続において，信用保証協会が破産
手続に参加したことで中断した時効は，破産手続にあってはその配当手続という目
的達成のために，破産手続内ではその中断効が継続するが，連帯保証人との関係で
は格別に進行すると解する方が，理論的整合性が保てるのではなかろうか。
また，信用保証協会としては迅速な権利行使を行うことで，主たる債務者が破産
した場合には求償権債権について連帯保証人を含めて回収可能額を早期に把握する
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ことが可能となること，長期間管理債権として残すより，破産手続終結により直ち
に償却を行うという迅速な事務処理ができるというメリットがあること，債権回収
を信用保証協会はその使命としており，これに必要な組織を備えていることから，
このような解釈による不利益は少ないと思われる。
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